






























































































































































































































































表3 学校給食法の改正 (第1条 この法律の目的)



































表5 学校給食法の改正 (第3章 学校給食を活用した食に関する指導)






































新 学 習 指 導 要 領 旧 学 習 指 導 要 領
第1章 総 則
第1 教育課程編成の一般方針 第 1 教育課程編成の一般方針







第2章 各教科 第8節 家 庭
第3 指導計画の作成と内容の取扱い2 第 2の内容の取扱いについては､次の 第3 指導計画の作成と各学年にわたる内容の取扱い2 第 2の内容の取扱いについては､次の
事項に配慮するものとするo 事項に配慮するものとするo
(1) ｢B日常の食事 と調理の基礎｣につ (1) 内容の範囲と程度については､次の
いては､次のとおり取り扱うことo 事項に配慮することo
ア (2)のア及びイについては､五大栄 イ (4)のアについては､食品の体内で
養素と食品の体内での主な働 きを中 の主な働 きを中心にし､細かな栄養
心に扱うことo 素や食品成分表の数値は扱わないこ





第2章 各教科 第9節 体 育









第6章 特 別 活 動
第2 各活動 .学校行事の目標及び内容 第2 内容
〔学級活動〕2 内容共通事項(2) 日常の生活や学習-の適応及び健康安 A 学級活動(2) 日常の生活や学習への適応及び健康や
全 安全に関することo
キ 食青の観点を踏まえた学校給食と望 (略)､学校給食と望ましい食習慣の形




























































































































学校給食業務は､第二次臨時行政調査会 (1981(昭和56)年7月)や総務庁 (現 総務省､1984(昭
和59)年9月)から運営の合理化が求められた｡文部省 (現 文部科学省)はこれらを受け､昭和60
年1月｢学校給食業務の運営の合理化について｣(文部省体育局長通知)(以下､｢合理化通知｣という)
を出している｡合理化の具体的な内容は､第二次臨時行政調査会の掲げていた ｢合理化｣政策と同様
の①共同調理場方式の採用､②パートタイム職員の活用､③民間委託の実施であった｡
さらに､2003(平成15)年7月に文部科学省スポーツ･青少年局学校健康教育課長より ｢学校給食
の運営の合理化について｣が各都道府県教育委員会学校給食主管課長宛に出された｡これは､2003(平
成15)年度予算執行調査結果 (財務省)に基づき､調理業務の民間委託を推進すべき等の指摘を受け
て出されたもので､｢合理化通知｣の趣旨を再度確認の上､地域の実状等に応じた学校給食業務の運
営の合理化が推進されるよう市町村教育委員会に対して指導及び周知徹底するよう､という内容で
あった｡
文部科学省が実施している学校給食実施状況等調査結果によれば､
○共同調理場方式で実施している学校数の比率が増加している
○学校給食調理員の非常勤職員の比率が増加している
○学校給食業務の外部委託状況は､調理業務､運搬業務､食器洗浄業務等で増加している
というように､確実に合理化は進んでいる｡
合理化の一つである共同調理場方式(19)による学校給食において地場産物を利用する場合､必要な
qg共同調理場方式とは､学校の敷地外に調理場があり､そこで複数校の給食を調理し､できあがった給食を各学校へ配送す
る方式である｡
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量の確保ができない(20)(21)､規格等が不揃いなため調理員の負担が大きくなる(22)(23)といった開巻
が生じる｡これらの問題は､共同調理場方式に限らず単独調理場方式(24)でも抱えている問題ではあ
るが､一般的に共同調理場方式の方が1回の食数が多く､上記問題点の回答率が高くなっている｡ま
た､共同調理場方式の場合､施設が学校外部にあることから給食時間の栄養教諭 (学校栄養職員)に
よる直接の指導が困難であること､担任教諭との連携が難しいこと､複数校の食に関する指導に携わ
らなければならず時間の確保が難しい等の問題が生じることも推測できる｡
文部科学省の｢合理化通知｣を受けて増えてきた共同調理場方式であるが､｢食育推進基本計画｣(2006
(平成18)年3月)では､｢望ましい食生活や食料の生産等に対する子どもの関心と理解を深めると
ともに､地産地消を進めていくため､生産者団体等と連携し､学校給食における地場産物の括用の推
進や米飯給食の一層の普及 ･定着を図りつつ､地域の生産者や生産に関する情報を子どもに伝達する
取組を促進するほか､単独調理方式による教育上の効果等についての周知 ･普及を図る｣(傍線は筆者)
とされている｡文部科学省は学校給食業務の合理化を進め､合理化政策の1つである共同調理場方式
への移行をすすめてきたが､食青の推進という立場においては単独調理場方式が教育上の効果がある
として普及を求めており､矛盾が生じている｡これまでの合理化の方針は転換されたのであろうか､
また､それは地方自治体等の合意を得ているのであろうか｡
地域産物の利用においては､上述した以外に次のような問題点も指摘できる｡地域によっては､土
地や気候にあった特定の農産物しか作っていない場合があり､学校給食に使用できる品数が少ない､
地域の特産品が学校給食で使用するには高級で用いることができない､子ども達の味覚に合わな
い(25)､衛生上使用が難しい(26)などという問題があり､食育推進基本計画で掲げられている目標の
1つである地場産物の使用 (食数ベース)の増加は､困難である地域もある｡こうした地域において､
｢当該地域の食文化､食に係る産業又は自然環境の恵沢｣をどう伝えていくのかは､地域および学校
全体で考えていくべき問題であるように思われる｡
あわりに
｢食育｣について食育基本法は､｢生きる上での基本であって､知育､徳育及び体育の基礎となる
蜘 ｢学校給食における地産地消に関するアンケート調査結果｣(独立行政法入鹿畜産業坂輿機柿､平成17年11月29El).
軌 ｢平成16年度農産物他産地鞘等実態調査結果の概要｣(農林水産省大臣官房統計部､平成17年5月10日公表)｡
Gg前掲 ･注(21)
田 筆者が実施したアンケートでは､地場産物として取り入れる農産物は ｢なるべく洗う手間がかからないもの｣という回答
があった｡地場産物は､畑から直凍調理場へと運ばれることもあり､洗う手間がかかるのかもしれない｡
C4単独調理場方式とは､学校の敷地内に調理室 (調理場)があり､そこでその学校だけの調理､配食を行う｡
田 子ども達には好き嫌いではなく､生理的に受け入れにくい味がある｡あるラジオ番組で沖縄の学校給食について取り上げ
られていたときに ｢にがうり｣は子どもには人気がないことを話していたが､子ども達には受け入れにくい味なのである｡
軸 筆者が広島県の学校栄華耽月を対象に実施したアンケートに､｢牡堀が特産品であるが､衛生面と児童生徒があまり好む食
品ではないので､(学校給食の献立として)出しにくい｣という回答があった｡
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べきものと位置付けるとともに､様々な経験を通じて 『食』に関する知識と 『食』を選択する力を習
得し､健全な食生活を実践することができる人間を育てる｣ことと規定する｡すなわち食膏は､まず
第-には､家庭においてそれを日々の生活の中に習慣づけて実践できるようにすることが重要な課題
である｡
しかし学校においても､食青の推進が必要となったのは､孤食の問題､欠食の問題､偏った食事に
よる肥満や痩身の問題が増加し､これらの問題を家庭の問題として放置できなくなったからであろう｡
学校における食青は､改正された学習指導要領の総則に明記されたことにより､今後は学校すべて
の教職員が､すべての学年にさまざまな教科で食青に取り組んでいくことになると考えられている｡
食青の推進は､体育科､家庭科及び特別活動などの時間に､特質に応じて適切に行うよう努めること
とされ､学習指導要領のそれぞれの教科や特別活動の中に ｢食育｣が明記された｡これにより､学校
給食実施の有無にかかわらず､学校において食青は推進されていくことになる｡
学校給食が実施されている学校では､学校給食法が教育改革と食育推進の流れを受けて､大きく改
正されたことより､学校給食を用いて食青が推進されていくことになると考えられる｡学校給食法の
改正で､この法の目的が､学校給食の普及充実を図ることに食青の推進を図ることが加わり､学校給
食の目標も食青の観点を踏まえ改正された｡また､｢学校給食を活用した食に関する指導｣が加わり､
栄養教諭が学校給食を活用した実践的な指導を行うことや学校給食には地域の産物を用いることが盛
り込まれた｡さらに､校長が ｢食に関する指導の全体的な計画｣を作成することなど食青を推進する
ための必要な措置を講ずることが明記されている｡校長のリーダーシップのもと､栄養教諭を中心に
食に関する指導計画が作成され､栄養教諭が給食の時間や関連のある教科の時間に学級担任や教科担
任と連携して指導を進めていくことが求められている｡
学校において､栄養教諭制度が導入され､学校給食法の改正､学習指導要領の改正が行われ､食青
を推進していく基盤ができたかのように思われるが､推進していくにあたり問題点もみえてきた｡
食青は健全な食生活を実践することができる人間を育てることであり､健全な食生活には ｢食卓を
囲んで家族が一緒に食事すること｣なども含まれているO学校で食青を推進していこうとしているが､
食青は個人レベルでの取り組みだけではなく､家族レベルで取り組んでいくことも必要であり､家庭
教育とどのように連携していくのかについて､今後議論が必要であると思われる｡
学校給食を実施している学校においては､食青の推進にあたり､｢栄養教諭の配置が少ない｣､｢学
校全体の計画をたて全教職員で取り組んでいくことが求められているが､全教職員で取り組むように
はならない｣という｡これには､教職員に食青の必要性等が十分理解されていないことや本来の職務
に食育の推進が求められ時間の確保が困難となることが考えられる｡
また､栄養教諭の担うべき役割は管理栄養士に求められている役割とは異なるものであり､栄善教
諭に求められている役割を確かなものとするためには､独自のカリキュラムで栄養教諭を養成する必
要があると思われる｡
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学校給食の調理場では､食青の推進のために地域の産物を用いることが求められているが､学校給
食業務の運営の合理化が進められて増えてきた共同調理場方式では､地場産物は ｢必要な量を確保で
きない｣､｢規格等が不揃いなため調理貞の負担が大きくなる｣などの問題をかかえている｡ また､地
場産物を用いるためには購入ルートの確立や帳簿整理､地場産物を用いた献立作成や変更など新たな
業務が増える可能性がある｡過大な課題に取り組むことが求められている栄養教諭にとって更なる業
務が増えることになる｡ また､文部科学省では学校給食業務の合理化政策の1つとして共同調理場方
式の採用を進めてきたが､｢食育推進基本計画｣では単独調理場方式に教育上の効果があるとして普
及が求められており､矛盾が生じている｡
学校給食を実施していない学校においても､食青の推進には学校全体で取り組んでいくことになる
が､栄養教諭の職務内容から学校給食を実施していない学校には栄養教諭が配置されることはない｡
では､栄養教諭が担う食青を推進していくための役割を誰が担うことになるのかという問題がある｡
教科の内容からすると ｢体育科｣､｢家庭科｣の担当教諭あるいは養護教諭が中心となって食青を推進
していくことになると考えられるが､従来の業務に新たな業務が加わることにより､時間確保の問題
などが生じる可能性がある｡
また､｢家庭科｣教育については､1960(昭和35)年以降生まれの女性が習った家庭科の教科書に
は調理作業の効率化の記述が多くなっており､さらに10年ぐらい後の家庭科は男女別ではなくなり､
調理実習の時間が削減され､家庭の食事を管理する者のための教育から､自分自身の食管理を中心に
したものに変わっていたという｡新学習指導要領で､｢食に関する指導については､家庭科の特質に
応じて､食青の充実に資するよう配慮すること｣と明記されたことにより,家庭科教育のあり方に対
し新たな問題が捷起されたように思われる｡
学校において食青を推進していくために多くの問題があることが確認できたが､これは ｢食育｣が
始まったばかりで未知数の部分が多いためばかりでなく､中央から地方-のトップダウンとなってい
る意思形成の問題も指摘できるように思われる｡今回の食青の問題は､学校､教職員､児童生徒だけ
でなく､家庭､地域､自治体にも関わるものであり､食青を円滑に進めていくためには自治体が食青
の推進を自分の問題として取り組むことができるかどうかが大きな課題であるように思われる｡
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